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はじめに 

 
氷見市の令和５年度決算を踏まえた財政の状況について、この冊子にまとめました。 
本冊子は２部構成としており、第１部では、「令和５年度一般会計決算の概況」として決算

収支、歳入及び歳出などを分析した結果を、第２部では、「令和５年度普通会計及び公営企業

決算の概況」として各種財政指標を用いて分析した結果について記述しています。 
 
この冊子を通して、現在の本市の財政状況についてご理解いただき、今後の市政発展の取組

みの一助となれば幸いに存じます。 
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１ 決 算 規 模 
 

令和５年度の一般会計決算額は、次のとおりとなった。 
歳入 ２６，９０３，９０６千円 （前年度 ２７，８６３，４３４千円） 
歳出 ２５，５１３，７３１千円 （前年度 ２６，８２４，４０２千円） 

前年度に比べて、歳入では９５９，５２８千円・３．４％減、歳出では１，３１０，６７１千円・４．

９％減となった。歳入における主な減少の要因は、芸術文化館の整備完了に伴う国庫補助金や市債の減

のほか、教育文化振興基金繰入金や普通交付税の減などが挙げられ、歳出における主な減少の要因は、

芸術文化館の整備費の皆減や減債

基金積立金の減などが挙げられる。 
決算規模の過去１０年間の推移

は、第１図のとおりである。 
決算規模は、平成２８年度まで減

少傾向にあったが、平成２９年度か

ら増加に転じ、令和２年度には新型

コロナウイルス感染症の感染拡大

に伴い、その対応として国庫支出金

を活用した対策を講じたことから、

過去１０年間で最大の２９０億円

台となり、加えて令和３年度以降は

物価高対策を継続して実施してき

たが、令和４年度で芸術文化館の整

備が完了したことから、令和５年度

の決算規模は前年度を下回る２５

５億円台となった。なお、能登半島

地震の震災対策予算については、約

２１億円を追加したが、その大半を翌年度に繰越したことから、令和６年度決算においてその影響が表

れてくる。 
 
２ 決 算 収 支 
 

令和５年度の決算収支の状況は、第１表のとおりである。 
歳入歳出差引額である形式収支は、１，３９０，１７５千円の黒字となった。ここから明許繰越の事

業に充てるため翌年度へ繰り越すべき財源６９０，４０６千円を控除した実質収支も６９９，７６９千

円の黒字となり、実質収支比率（標準財政規模に占める実質収支の割合）は５．７％となった。また、

前年度３７５，５７８千円の黒字であった単年度収支（今年度実質収支－前年度実質収支）は、令和５

年度は２８２，６１４千円の赤字となった。実質的な黒字要素となる財政調整基金積立金及び繰上償還

金については、前年度に比べ増加したが、赤字要素となる財政調整基金取崩額が、能登半島地震対応の

財源等に充てるため、前年度に比べ４５８，１１３千円増加したことに伴い、それらを加味した実質単

年度収支については５１０，７２２千円の赤字となった。なお、実質収支の過去１０年間の推移は、第

２図のとおりである。 

区分 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
歳入 22,915 22,871 22,010 22,210 22,634 24,153 30,199 27,198 27,863 26,904
歳出 21,845 22,064 21,255 21,315 21,722 23,136 29,064 26,532 26,824 25,514
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決
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単位：百万円 第１図 決算規模の推移

歳入

歳出
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第１表   一般会計決算収支の状況 

 
 

区分 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

実質収支 755 690 709 869 873 793 982 607 982 700

0

200

400
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1000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

実
質
収
支

単位：百万円 第２図 実質収支の推移

（単位：千円）

令和４年度 令和５年度

1 歳入総額 27,863,434 26,903,906

2 歳出総額 26,824,402 25,513,731

3 歳入歳出差引額(１－２) 1,039,032 1,390,175

4 翌年度に繰り越すべき財源 56,649 690,406

5 実質収支(３－４) 982,383 699,769

6 単年度収支 375,578 △ 282,614

7 財政調整基金積立金 104,240 292,325

8 繰上償還金 0 37,680

9 財政調整基金取崩額 100,000 558,113

10 実質単年度収支(６＋７＋８－９) 379,818 △ 510,722

11 実質収支比率(５／１２) 7.9% 5.7%

12 標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額含む) 12,365,400 12,297,935

区          分
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３ 歳 入 の 状 況 
  

令和５年度の歳入決算額は、２６，９０３，９０６千円となり、前年度の２７，８６３，４３４千円

に比べ９５９，５２８千円・３．４％減となった。歳入の内訳は、第２表のとおりである。 
そのうち一般財源は、地方交付

税７，５２９，４８３千円（構成比

２８．０％）、市税５，４４２，４

２５千円（構成比２０．２％）、地

方消費税交付金１，０８３，７４５

千円（構成比４．０％）など、総額

で１４，６１３，８８９千円とな

り、前年度に比べ４００，７１７千

円・２．８％増となった。その結果、

一般財源の歳入総額に占める割合

（一般財源比率）は５４．３％で前

年度を３．３ポイント上回った。 
特定財源は、国庫支出金３，９４

９，８５１千円（構成比１４．

７％）、市債１，９９９，９００千

円（構成比７．４％）、県支出金１，

８０３，４５９千円（構成比６．

７％）など、総額で１２，２９０，

０１７千円となり、前年度に比べ

１，３６０，２４５千円・１０．０％

減となった。 
一般財源では、市庁舎移転整備

事業費や防災行政無線整備事業費

のため平成２４年度に発行した市

債の償還額の普通交付税への算入

が終了したなどに伴い普通交付税

が前年度に比べ１２２，０８６千円減となった一方、能登半島地震の震災対策予算の増などに伴い特別

交付税が前年度に比べ５０３，８８８千円の増、経済の回復に伴い市税では前年度に比べ８９，４１５

千円増となったことなどが、前年度に比べ増となった要因として挙げられる。 
特定財源では、芸術文化館の整備完了などに伴い国庫支出金では８５８，６１７千円・１７．９％減、

市債では６２８，５００千円・２３．９％減、繰入金においては、財政調整基金からの繰り入れが前年

度に比べ４５８，１１３千円の増となったが、芸術文化館の整備費に充当した市債の交付税措置分を除

く実質的な市負担分を令和４年度に教育文化振興基金から減債基金に積み替えたことなどが影響し、

全体として３６８，２０３千円・２３．５％減となったことなどが、前年度に比べ減となった要因とし

て挙げられる。 
第３図は、これらの歳入総額に占める割合の推移を示したものである。 
 

区分 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

市税 23.8 23.5 24.3 24.0 23.5 22.7 17.1 18.6 19.2 20.2

地方交付税 30.8 31.3 31.5 30.2 28.1 27.0 21.5 26.7 25.7 28.0

地方譲与税 0.9 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 0.8 0.9 0.8 0.9

国庫支出金 10.0 11.7 11.3 10.4 10.0 14.4 30.0 18.4 17.3 14.7

県支出金 8.2 7.0 6.9 6.3 7.0 7.0 6.0 6.7 6.8 6.7

市債 10.0 9.3 8.3 10.9 11.5 11.2 10.6 11.0 10.0 7.7

諸収入 4.2 4.0 4.2 4.0 4.1 3.7 2.4 4.0 4.2 4.3

その他 12.1 12.2 12.5 13.2 14.8 13.1 11.6 13.7 16.0 17.5

※市債には臨時財政対策債を含む。

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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第３図 歳入に占める構成比の推移

市税 地方交付税 地方譲与税 国庫支出金 県支出金 市債 諸収入 その他
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第２表   一般会計歳入決算額の状況 

 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 4／3 5／4

5,066,742 18.6 5,353,010 19.2 5,442,425 20.2 5.6 1.7

地方譲与税 234,820 0.9 237,356 0.8 239,294 0.9 1.1 0.8

利子割交付金 4,440 0.0 2,589 0.0 1,983 0.0 △ 41.7 △ 23.4

配当割交付金 35,407 0.1 32,471 0.1 37,177 0.2 △ 8.3 14.5

38,832 0.2 23,028 0.1 40,407 0.2 △ 40.7 75.5

60,322 0.2 81,662 0.3 85,252 0.3 35.4 4.4

地方消費税交付金 1,104,650 4.1 1,103,652 4.0 1,083,745 4.0 △ 0.1 △ 1.8

ゴルフ場利用税交付金 9,853 0.0 9,980 0.0 9,454 0.0 1.3 △ 5.3

自動車取得税交付金 - - 459 0.0 - - - -

環境性能割交付金 19,454 0.1 21,681 0.1 25,865 0.1 11.4 19.3

地方特例交付金 131,269 0.5 28,180 0.1 33,024 0.1 △ 78.5 17.2

個人住民税 25,023 0.1 28,180 0.1 26,248 0.1 12.6 △ 6.9

自動車税環境性能割 5,710 0.0 - - - - - -

軽自動車税環境性能割 2,518 0.0 - - - - - -

新型コロナウイルス感染症対

策地方税減収補填金
98,018 0.4 - - 6,776 0.0 - -

地方交付税 7,270,177 26.7 7,147,681 25.7 7,529,483 28.0 △ 1.7 5.3

普通交付税 6,096,306 22.4 5,901,419 21.2 5,779,333 21.5 △ 3.2 △ 2.1

特別交付税 1,173,871 4.3 1,246,262 4.5 1,750,150 6.5 6.2 40.4

交通安全対策特別交付金 3,863 0.0 3,742 0.0 3,194 0.0 △ 3.1 △ 14.6

- - - - - - - -

臨時財政対策債 676,133 2.5 167,681 0.6 82,586 0.3 △ 75.2 △ 50.7

14,655,962 53.9 14,213,172 51.0 14,613,889 54.3 △ 3.0 2.8

分担金及び負担金 27,692 0.1 32,204 0.1 10,761 0.0 16.3 △ 66.6

使用料 117,872 0.4 123,063 0.5 128,426 0.5 4.4 4.4

手数料 83,520 0.3 81,058 0.3 80,266 0.3 △ 2.9 △ 1.0

国庫支出金 4,999,714 18.4 4,808,468 17.3 3,949,851 14.7 △ 3.8 △ 17.9

県支出金 1,817,929 6.7 1,903,993 6.8 1,803,459 6.7 4.7 △ 5.3

財産収入 19,360 0.1 55,219 0.2 21,871 0.1 185.2 △ 60.4

寄附金 506,628 1.9 623,532 2.2 907,377 3.4 23.1 45.5

繰入金 418,569 1.5 1,566,175 5.6 1,197,972 4.4 274.2 △ 23.5

繰越金 1,135,113 4.2 665,673 2.4 1,039,031 3.9 △ 41.4 56.1

諸収入 1,088,233 4.0 1,162,477 4.2 1,151,103 4.3 6.8 △ 1.0

2,327,500 8.5 2,628,400 9.4 1,999,900 7.4 12.9 △ 23.9

12,542,130 46.1 13,650,262 49.0 12,290,017 45.7 8.8 △ 10.0

27,198,092 100.0 27,863,434 100.0 26,903,906 100.0 2.4 △ 3.4

区    分

合   計

市税

株式等譲渡所得割交付金

減税補てん債

一般財源計

市債(減税補てん債及び臨時財政

対策債を除く)

特定財源計

法人事業税交付金

（単位：千円、％）

増減率令和３年度 令和４年度 令和５年度
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（１）市 税 
 

市税の決算額は、５，４４２，４２５千円となり、前年度の５，３５３，０１０千円に比べ８９，４

１５千円・１．７％増となった。第４図は、市税の対前年度増減率の推移を示したものである。 
市民税は、個人市民税では前年度比１．４％増、法人市民税では前年度比６．８％増、固定資産税に

ついては、前年度比１．２％増となった。 
市税の内訳は、第３表のとお

りである。個人市民税は、２，

０２７，７９０千円で、前年度

に比べ２８，９２５千円増、法

人市民税では、４３５，３９７

千円で、前年度に比べ２７，７

８９千円増、固定資産税は、２，

４９２，５６８千円で、前年度

に比べ３０，４９３千円増とな

った。 
その他では、軽自動車税が１

７３，４８１千円で、前年度に

比べ２，６８４千円増、たばこ

税が２９１，７０２千円で、前

年度に比べ１，１５１千円減、

入湯税は２１，４８７千円で、

前年度に比べ６７５千円増と

なった。 
令和５年度は、賃上げなどに

伴う所得割税額の増により個

人市民税が増、新型コロナウイ

ルス感染症からの経済の回復

に加え、企業の業績が好調だっ

たことなどに伴い法人市民税も増となった。固定資産税では、企業の設備投資の拡大に伴う償却資産の

増などにより、市税全体の決算額は増となった。 
また近年、本市では、コンビニ納付できる税目の拡充や、スマートフォンによる収納サービスを導入

するなど、市民が納税しやすい環境整備に努め、徴収率の維持・向上を図っており、今後も安定した財

源を確保するために、引き続き市税の徴収強化に取り組んでいく必要がある。 

区分 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
個人市民税 △ 1.2 △ 0.2 △ 1.1 △ 0.2 1.5 △ 1.0 △ 1.0 △ 3.4 0.6 1.4

法人市民税 6.7 △ 2.8 △ 9.3 0.4 9.3 54.2 △ 55.7 24.7 79.0 6.8

固定資産税 1.3 △ 2.5 0.8 0.1 △ 2.1 1.3 △ 2.0 △ 3.7 3.2 1.2

市税総額 0.2 △ 1.5 △ 0.6 △ 0.3 △ 0.1 2.9 △ 5.8 △ 1.8 5.6 1.7

名目ＧＤＰ 2.1 3.3 0.8 2.0 0.1 0.2 △ 3.9 1.1 2.0 5.0

△ 40.0

△ 30.0

△ 20.0

△ 10.0
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第３表 市税収入の状況 

 
 
（２）地 方 交 付 税 
 
 地方交付税の決算額は、７，５２９，４８３千円で、前年度の７，１４７，６８１千円に比べ３８１，

８０２千円・５．３％増となった。そのうち、普通交付税が５，７７９，３３３千円で、前年度に比べ

１２２，０８６千円・２．１％減、特別交付税が１，７５０，１５０千円で、前年度に比べ５０３，８

８８千円・４０．４％増となった。 
 普通交付税の状況は、第４表のとおりである。個別算定経費では０．５％減、地域の元気創造事業費

では５．６％減、公債費では４．４％減となったほか、包括算定経費では４．１％増、地域デジタル社

会推進費では３８．９％増となった。また、国の補正に伴う特例措置の臨時財政対策債償還基金費が５

３，３６４千円皆増となっている。 
増減の主な要因は、基準財政需要額では、市庁舎移転整備事業など平成２４年度借入の緊急防災・減

災事業債の交付税措置終了に伴う償還費の減、地域振興費（人口）の人口急減補正に係る乗数の変更に

よる減などが挙げられる。 
これらの結果、臨時財政対策債振替相当額を控除する前の基準財政需要額については前年度比０．

７％減、臨時財政対策債振替相当額を控除した後の基準財政需要額は前年度比０．２％増となった。そ

の他、基準財政収入額では、市町村民税法人税割や固定資産税の増、地方消費税交付金の増などにより、

全体で２．５％増となった。 
 また、特別交付税の決算額は、インバウンド対策のための観光立国対策に要する経費が前年度比５

７．８％増、庁内ＤＸ推進のためのＤＸ推進リーダー育成に要する経費が皆増となったほか、能登半島

地震や７月１２日の大雨に伴う災害関連経費などにより、前年度比で４０．４％増となった。 
 
 
 
 
 
 

（単位：千円、％）

2,406,473 99.3 45.0 2,463,187 99.3 45.3 8.7 2.4

個人 1,998,865 99.6 37.4 2,027,790 99.2 37.3 0.6 1.4

法人 407,608 99.6 7.6 435,397 99.7 8.0 79.0 6.8

2,462,075 98.5 46.0 2,492,568 98.4 45.8 3.2 1.2

170,797 98.8 3.2 173,481 98.9 3.2 5.8 1.6

292,853 100.0 5.4 291,702 100.0 5.3 1.0 △ 0.4

20,812 100.0 0.4 21,487 99.6 0.4 24.7 3.2

5,353,010 99.0 100.0 5,442,425 98.9 100.0 5.6 1.7

増減率令和４年度

決算額
現年課税分

徴収率
構成比

区分
5／44／3

合   計

たばこ税

市民税

固定資産税

入湯税

軽自動車税

決算額
現年課税分

徴収率
構成比

令和５年度
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第４表 普通交付税の状況 

 
 
 
（３）譲与税及び交付金 
 

物価高による消費の落ち込みにより地方消費税交付金が前年度比１９，９０７千円・１．８％減とな

ったほか、利子割交付金が前年度比６０６千円・２３．４％減となった一方で、株式等譲渡所得割交付

金が前年度比１７，３７９千円・７５．５％増、配当割交付金が前年度比４，７０６千円・１４．５％

増、環境性能割交付金が前年度比４，１８４千円・１９．３％増となるなど、譲与税及び交付金全体で

は前年度に比べて増加した。 
 
 
（４）国 庫 支 出 金 
 

国庫支出金の決算額は、３，９４９，８５１千円で、前年度の４，８０８，４６８千円に比べ、８５

８，６１７千円・１７．９％減となったが、そのうち普通建設事業費支出金は、芸術文化館の整備に係

る都市構造再編集中支援事業費補助金が前年度に比べ５３５，０００千円皆減、二酸化炭素排出抑制対

策事業費等補助金が前年度に比べ４２１，１１９千円皆減となり、全体で前年度の１，２１７，２２５

千円に比べ８６３，３７４千円減の３５３，８５１千円、災害復旧事業費支出金は１３，５９９千円で、

前年度の４８，５０５千円に比べ３４，９０６千円減となった。 
主な増減要因は、都市構造再編集中支援事業費補助金の減（５４２，２３８千円減）、二酸化炭素排

出抑制対策事業費等補助金の皆減（４２１，１１９千円減）、物価高緊急支援給付金支給事業費補助金

の皆減（１８７，７６５千円減）、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の皆増（３８２，０７５

千円増）、災害等廃棄物処理事業費補助金の皆増（１５４，３６３千円増）などが挙げられる。 
 

（単位：千円、％）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 増減率

個別算定経費（ｂ～h除き）（a） 8,005,693 7,792,852 7,751,064 △ 0.5

地域の元気創造事業費（b） 155,496 144,552 136,435 △ 5.6

人口減少等特別対策事業費（c） 246,514 243,423 242,825 △ 0.2

地域社会再生事業費費（d） 193,801 191,802 193,430 0.8

地域デジタル社会推進費（e） 66,337 65,200 90,552 38.9

臨時経済対策費（f） 168,207 155,056 61,293 △ 60.5

臨時財政対策償還基金費（g） 185,260 53,364 皆増

公債費（h） 1,422,268 1,406,247 1,343,981 △ 4.4

包括算定経費（i） 1,198,350 1,124,326 1,170,217 4.1

臨時財政対策債振替相当額（j） 676,133 188,144 82,586 △ 56.1

算出額計（ア）（a+b+c+d+e+f+g+h+i-j） 10,965,793 10,935,314 10,960,575 0.2

錯誤額（イ） △ 2,476 19,919 550 △ 97.2

計   Ａ（ア＋イ） 10,963,317 10,955,233 10,961,125 0.1

算出額（ウ） 4,867,901 5,053,814 5,181,792 2.5

錯誤額（エ） △ 890 0 0 －

計   Ｂ（ウ＋エ） 4,867,011 5,053,814 5,181,792 2.5

交付基準額 Ｃ(Ａ－Ｂ) 6,096,306 5,901,419 5,779,333 △ 2.1

調整額 Ｄ 0 0 0 －

交付額 Ｅ(Ｃ－Ｄ) 6,096,306 5,901,419 5,779,333 △ 2.1

区    分

基準財政需要額

基準財政収入額
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（５）県 支 出 金 
 

県支出金の決算額は、１，８０３，４５９千円で、前年度の１，９０３，９９３千円に比べ１００，

５３４千円・５．３％減となったが、そのうち、普通建設事業費支出金は３９７，１６４千円で、前年

度の４４７，４０９千円に比べ５０，２４５千円減、災害復旧事業費支出金は３１，１６４千円で、前

年度の５８，２６６千円に比べ２７，１０２千円減となった。 
主な増減要因は、地域材活用施設整備事業費補助金の減（１３７，０１９千円減）、園芸産地グレー

ドアップ事業費補助金の皆減（１１，１０２千円減）、災害見舞金負担金（能登半島地震災害関連）の

皆増（２５，０５０千円増）、障害者自立支援事業費負担金の増（２１，５６４千円増）などが挙げら

れる。 
 
 
（６）市 債 
 

市債の発行額は、２，０８２，４８６千円で、前年度の２，７９６，０８１千円に比べ７１３，５９

５千円・２５．５％減となった。その内訳は、第５表のとおりである。 
主な増減要因は、芸術文化館の整備に伴う新文化交流施設整備事業債の皆減（１，２５５，５００千

円減）、臨時財政対策債の減（８５，０９５千円減）、消防施設整備事業債の減（６５，２００千円減）

のほか、公園整備事業債の増（１００，３００千円増）などが挙げられる。 
普通交付税の振替分である臨時財政対策債の令和５年度発行額は、８２，５８６千円となり、前年度

の１６７，６８１千円に比べ８５，０９５千円・５０．７％減となった。 
 
 
（７）そ の 他 の 歳 入 
 

その他の歳入では、繰越金が、前年度決算剰余金の増に伴い前年度比３７３，３５８千円・５６．１％

増、寄附金が、ふるさと納税の推進や能登半島地震の震災支援分としての寄附もあり、ふるさとづくり

基金寄附金や企業版ふるさと応援寄附金などの増に伴い２８３，８４５千円・４５．５％増、使用料が、

合葬施設使用料の皆増などにより前年度比５，３６３千円・４．４％増、繰入金は、能登半島地震の対

応に係る経費の財源などとして財政調整基金からの繰入れを行ったことから財政調整基金繰入金が前

年度比４５８，１１３千円の増となったが、令和４年度に芸術文化館の整備財源として教育文化振興基

金に積み立てていた金額を、今後の市債の償還に備え、減債基金に積み立てるための取崩しを行ったこ

となどが影響し、繰入金全体で、前年度比３６８，２０３千円・２３．５％減、財産収入が、不動産売

払収入や物品売払収入の減などにより３３，３４８千円・６０．４％減、諸収入が、高岡地区広域圏事

務組合負担金の皆減などにより前年度比１１，３７４千円・１．０％減、手数料が前年度比７９２千円・

１．０％減となった。 
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第５表　市債発行額の状況

10,200 8,400 0 △ 8,400 1,274,170

28,500 20,400 34,100 13,700 173,359

- - 0 182,413

23,200 41,500 247,000 205,500 440,448

- - - - 132,795

- - - - -

- - - - 691,579

- - - - 102,988

- - - - 14,386

- - - - 2,100

140,400 107,800 245,200 137,400 2,572,070

うち地域総合整備事業債 - - - - 608,774

うち地方道路等整備事業債 - - - - 202,327

うち一般事業債（河川等分） - - - - 3,529

うち（新）緊急防災・減災事業債 48,200 - 79,000 79,000 919,365

145,200 109,500 92,200 △ 17,300 1,302,665

過疎対策事業債 1,972,000 2,334,000 1,381,400 △ 952,600 10,014,667

- - - - -

8,000 6,800 0 △ 6,800 605,823

- - - - 500

- - - - -

- - - - 14,866

- - - - -

676,133 167,681 82,586 △ 85,095 6,881,007

- - - - 43,291

- - - - 42,140

- - - - 44,006

- - - - 197,011

- - - - ※

3,003,633 2,796,081 2,082,486 △ 713,595 24,732,284

※市債の現在高は各事業債の区分に計上している。

減収補てん債

臨時財政特例債

減税補てん債

臨時税収補てん債

臨時財政対策債

減収補てん債特例分

地方道路整備臨時貸付金

簡易水道事業債

上水道事業出資債

公的資金補償金免除繰上償還に伴う借換債

合　計

財源対策債

公営住宅建設事業債

災害復旧事業債

全国防災事業債

（旧）緊急防災・減災事業債

学校教育施設等整備事業債

一般廃棄物処理事業債

一般補助施設整備等事業債

施設整備事業債

一般単独事業債

辺地対策事業債

厚生福祉施設整備事業債

令 和 ５ 年 度
発 行 額

差引増減額
令 和 ５ 年 度 末
現 在 高

公共事業等債

令 和 ３ 年 度
発 行 額

令 和 ４ 年 度
発 行 額

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債

区　分
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４ 歳 出 の 状 況 
 

令和５年度の歳出決算額は、２５，５１３，７３１千円で、前年度の２６，８２４，４０２千円に比

べ１，３１０，６７１千円・４．９％減となった。 
 
（１）目的別歳出決算額の状況 

目的別歳出決算額の状況は、第６表のとおりである。 
 

第６表   一般会計目的別歳出決算額の状況 

 
 
歳出総額に占める構成比は、民生費が２６．９％（前年度２３．７％）で最も大きく、次いで、総務

費１４．７％（前年度１５．７％）、衛生費１４．５％（前年度１３．５％）、土木費１０．４％（前年

度８．６％）、公債費９．５％（前年度９．１％）、教育費８．３％（前年度１４．６％）などとなった。 
前年度と比べて増減の大きなものは、教育費では、新文化交流施設整備事業費の皆減などにより１，

８０３，２３４千円・４５．９％減、総務費では、減債基金積立金や公共施設等再編整備基金積立金の

減などにより４６７，０７４千円・１１．１％減の一方で、民生費では、物価高対策に伴う給付金や能

登半島地震に伴う災害見舞金の支給事業費などにより５０８，７４８千円・８．０％増、土木費では、

氷見運動公園の整備事業費の増や能登半島地震に伴う被災住宅の応急支援事業費の皆増などにより３

５２，９４２千円・１５．４％増、農林水産業費では、氷見市ワインバレー構想活性化事業費の皆増や

県単治山事業費の増などにより１１５，６７２千円・１０．７％増、衛生費では、新型コロナワクチン

接種事業費が減となった一方で、能登半島地震に伴う災害廃棄物処理事業費の皆増などにより１００，

７３３千円・２．８％増となった。 
このほか、災害復旧費で２７，２５８千円・１５．３％減、公債費で２４，２１１千円・１．０％減

などとなった。また、目的別歳出決算額の構成比の推移は、第５図のとおりである。 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 4／3 5／4

議会費 199,086 0.7 199,003 0.7 205,054 0.8 △ 0.0 3.0

総務費 4,210,080 15.9 4,218,335 15.7 3,751,261 14.7 0.2 △ 11.1

民生費 6,409,939 24.2 6,344,784 23.7 6,853,532 26.9 △ 1.0 8.0

衛生費 3,641,350 13.7 3,613,316 13.5 3,714,049 14.5 △ 0.8 2.8

労働費 44,385 0.2 40,477 0.2 41,338 0.2 △ 8.8 2.1

農林水産業費 1,005,214 3.8 1,082,522 4.0 1,198,194 4.7 7.7 10.7

商工費 1,328,136 5.0 1,388,041 5.2 1,349,941 5.3 4.5 △ 2.7

土木費 2,332,364 8.8 2,294,212 8.6 2,647,154 10.4 △ 1.6 15.4

消防費 1,004,043 3.8 1,086,179 4.0 1,050,378 4.1 8.2 △ 3.3

教育費 3,906,680 14.7 3,928,863 14.6 2,125,629 8.3 0.6 △ 45.9

災害復旧費 61,253 0.2 177,804 0.7 150,546 0.6 190.3 △ 15.3

公債費 2,389,889 9.0 2,450,866 9.1 2,426,655 9.5 2.6 △ 1.0

諸支出金 - - - - - - - -

合   計 26,532,419 100.0 26,824,402 100.0 25,513,731 100.0 1.1 △ 4.9

令和４年度 令和５年度

（単位：千円、％）

区   分
増減率令和３年度
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（２）性質別歳出決算額の状況 

 

性質別歳出決算額の状況は、第７表のとおりである。 

①  義務的経費 
義務的経費の決算額は、１０，５３１，３３２千円で、前年度の１０，０８９，８９８千円に比べ４

４１，４３４千円・４．４％増となり、歳出総額に占める構成比は前年度に比べ３．７ポイント増加し、

４１．３％となった。 
人件費の決算額は、３，６１８，７４４千円で、前年度の３，６４５，２０５千円に比べ２６，４６

１千円・０．７％減となった。その内訳は、第８表のとおりである。職員給与費は、給与改定の影響も

あり、前年度に比べ２８，５６６千円・１．３％増、会計年度任用職員に係る報酬・手当は、３３，５

０５千円・９．２％増、共済組合負担金等は１３，０８３千円・２．６％減、退職手当組合負担金は７

１，０９９千円・１７．０％減となった。 

区分 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

総務費 13.0 13.8 12.8 13.1 14.4 14.8 26.8 15.9 15.7 14.7

民生費 29.0 23.5 25.6 25.1 24.5 23.9 19.1 24.2 23.7 26.9

衛生費 8.4 13.1 14.2 12.9 13.6 12.0 10.8 13.7 13.5 14.5

農林水産業費 7.3 4.8 5.0 4.1 4.2 4.7 3.4 3.8 4.0 4.7

土木費 10.6 14.0 12.0 11.7 9.9 12.1 9.3 8.8 8.6 10.4

教育費 7.4 7.0 8.2 9.3 8.2 11.5 12.9 14.7 14.6 8.3

公債費 13.1 13.1 12.6 14.7 14.7 10.5 8.2 9.0 9.1 9.5

その他 11.2 10.7 9.6 9.1 10.5 10.5 9.5 9.9 10.8 11.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

第５図 目的別歳出決算額の構成比の推移

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

土木費

教育費

公債費

その他
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第７表 一般会計性質別歳出決算額の状況 

 

 

 

第８表 人件費の状況 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 4／3 5／4

3,630,011 13.7 3,645,205 13.6 3,618,744 14.2 0.4 △ 0.7

うち職員給 2,150,240 8.1 2,128,459 7.9 2,157,025 8.5 △ 1.0 1.3

4,500,624 17.0 3,993,827 14.9 4,485,933 17.6 △ 11.3 12.3

2,389,889 9.0 2,450,866 9.1 2,426,655 9.5 2.6 △ 1.0

元利償還金 2,389,887 9.0 2,450,847 9.1 2,426,654 9.5 2.6 △ 1.0

一時借入金利子 2 0.0 19 0.0 1 0.0 850.0 △ 94.7

10,520,524 39.7 10,089,898 37.6 10,531,332 41.3 △ 4.1 4.4

4,563,574 17.2 4,568,754 17.1 2,958,007 11.6 0.1 △ 35.3

補助事業費 2,694,726 10.2 3,018,326 11.3 1,680,048 6.6 12.0 △ 44.3

単独事業費等 1,868,848 7.0 1,550,428 5.8 1,277,959 5.0 △ 17.0 △ 17.6

61,253 0.2 177,804 0.7 264,934 1.0 190.3 49.0

- - - - - - - -

4,624,827 17.4 4,746,558 17.8 3,222,941 12.6 2.6 △ 32.1

3,852,867 14.5 4,267,792 15.9 3,863,072 15.1 10.8 △ 9.5

367,346 1.4 317,063 1.2 283,929 1.1 △ 13.7 △ 10.5

2,269,442 8.6 2,473,216 9.2 2,800,301 11.0 9.0 13.2

1,989,620 7.5 1,968,288 7.3 1,790,752 7.0 △ 1.1 △ 9.0

373,807 1.4 387,547 1.4 393,179 1.5 3.7 1.5

509,200 1.9 505,000 1.9 524,000 2.1 △ 0.8 3.8

2,024,786 7.6 2,069,040 7.7 2,104,225 8.3 2.2 1.7

11,387,068 42.9 11,987,946 44.6 11,759,458 46.1 5.3 △ 1.9

26,532,419 100.0 26,824,402 100.0 25,513,731 100.0 1.1 △ 4.9

義務的経費計

普通建設事業費

繰出金

その他の経費計

合    計

失業対策事業費

投資的経費計

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

貸付金

災害復旧事業費

投資及び出資金

（単位：千円、％）

区      分
増減率令和３年度 令和４年度 令和５年度

扶助費

公債費

人件費

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

177,252 4.9 192,453 5.3 187,709 5.2 △ 4,744 △ 2.5

34,093 0.9 34,238 0.9 34,525 0.9 287 0.8

2,150,240 59.2 2,128,459 58.4 2,157,025 59.6 28,566 1.3

基本給 1,435,285 39.5 1,402,859 38.5 1,386,781 38.3 △ 16,078 △ 1.1

その他の手当 714,955 19.7 725,600 19.9 770,244 21.3 44,644 6.2

338,861 9.3 363,257 10.0 396,762 11.0 33,505 9.2

509,724 14.1 506,302 13.9 493,219 13.6 △ 13,083 △ 2.6

416,402 11.5 417,655 11.4 346,556 9.6 △ 71,099 △ 17.0

3,439 0.1 2,841 0.1 2,948 0.1 107 3.8

3,630,011 100.0 3,645,205 100.0 3,618,744 100.0 △ 26,461 △ 0.7

※地方公務員共済組合負担金等には会計年度任用職員等の社会保険料負担金を含む。

議員・委員等報酬手当

合計

市長等の特別職の給与費

職員給与費

地方公務員共済組合負担金等

退職手当組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

会計年度任用職員報酬・手当

（単位：千円、％）

区分
前年度比較（５／４）令和３年度 令和４年度 令和５年度
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扶助費の決算額は、４，４８５，９３３千円で、前年度３，９９３，８２７千円に比べ４９２，１０

６千円・１２．３％増となった。その内訳は、第９表のとおりである。主な増減要因は、社会福祉費で

は、物価高対策として実施した住民税非課税世帯や低所得世帯に対する給付金支給事業などで３６０，

８３６千円の増、児童福祉費では、子育て世帯に対する給付金支給事業、子どもの医療費無償化や保育

料無償化の拡充などで１１７，９８１千円の増、災害救助費では、能登半島地震に伴う災害見舞金の支

給などで５５，１７５千円の皆増の一方、生活保護費では、医療扶助に係る経費の減などにより３６，

９６７千円の減などが挙げられる。 
 

第９表 扶助費の状況 

 
 
 
 

公債費の決算額は、２，４２６，６５５千円で前年度の２，４５０，８６６千円に比べ２４，２１１

千円、１．０％減となった。 
また、市債の発行額は、２，０８２，４８６千円となり、前年度の２，７９６，０８１千円に比べ７

１３，５９５千円・２５．５％減となった。主な増減要因は、「３歳入の状況」の「（６）市債」にて前

述したとおりである。 
第６図は、借換債及び借換に伴う償還額を除いた、市債発行額と公債費の推移を示したものである。 
今後も人口減少が見込まれていることから、本市の歳入の大部分を占める地方交付税や市税の大き

な伸びが期待できないため、氷見市行政改革プランをもとに、市債発行の抑制などにより公債費の適正

化を図るとともに、「しんまちこども園」や子ども発達サポートセンター「くるむ」の整備をはじめと

した大型事業に係る市債については、交付税措置分を除く実質的な市負担分を減債基金に積み立てて、

将来的に財政負担が生じないように対応している。  

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

社会福祉費 1,485,395 33.0 1,461,474 36.6 1,822,310 40.6 360,836 24.7

老人福祉費 15,711 0.3 21,249 0.5 15,343 0.3 △ 5,906 △ 27.8

児童福祉費 2,644,503 58.8 2,206,638 55.3 2,324,619 51.8 117,981 5.3

生活保護費 339,298 7.5 288,692 7.2 251,725 5.6 △ 36,967 △ 12.8

災害救助費 - - - - 55,175 1.2 55,175 皆増

小計 4,484,907 99.6 3,978,053 99.6 4,469,172 99.6 491,119 12.3

572 0.0 1,034 0.0 1,052 0.0 18 1.7

15,145 0.4 14,740 0.4 15,709 0.4 969 6.6

4,500,624 100.0 3,993,827 100.0 4,485,933 100.0 492,106 12.3

（単位：千円、％）

区   分
比較令和４年度令和３年度 令和５年度

合    計

１
　
民
生
費

２   衛生費

３   教育費
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②  投資的経費 

投資的経費の決算額は、３，２２２，９４１千円で、前年度の４，７４６，５５８千円に比べ１，５

２３，６１７千円・３２．１％減となり、歳出総額に占める構成比は前年度から５．２ポイント減少し

１２．６％となった。投資的経費の内訳は、第１０表のとおりである。また、普通建設事業費のうち単

年度の予算額が１５０，０００千円を超える主な事業の内訳については、第１１表のとおりである。 
普通建設事業費の決算額は、２，９５８，００７千円で、前年度の４，５６８，７５４千円に比べ１，

区分 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

市債発行額 2,116 2,130 1,819 1,793 1,812 2,695 3,201 3,004 2,796 2,082

公債費 2,850 2,884 2,686 2,503 2,393 2,441 2,386 2,390 2,451 2,427

※借換債及び借換に伴う償還額を除く。

1,000
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1,400

1,600

1,800

2,000

2,200
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2,600

2,800
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決
算
額

単位：百万円

第６図 市債発行額と公債費の推移

市債発行額

公債費
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６１０，７４７千円・３５．３％減となった。 
このうち補助事業では、氷見運動公園野球場整備などにより都市公園整備事業費で１８０，９８２千

円増、エネルギー構造高度化実証事業費で１６５，７３７千円皆増となった一方で、前年度に整備が完

了した新文化交流施設整備事業費で１，６５６，７９４千円皆減、公立認定こども園整備事業費で１４

８，３７３千円減などにより、全体で１，３３８，２７８千円・４４．３％減となった。 
単独事業などでは、子ども発達支援施設整備事業費の単独分で５４，４４８千円皆増、市民プール・

トレーニングセンター長寿命化改修事業費４８，８４０千円皆増となった一方で、新文化交流施設整備

事業費の単独分で３７７，１５３千円皆減、消防自動車購入費で７２，８４８千円減、合葬施設整備事

業費で４８，０８２千円皆減となったことなどにより、全体で２７２，４６９千円・１７．６％減とな

った。 
目的別では、土木費で１，２３４，６７２千円（構成比４１．７％）、農林水産業費で６２１，３５

９千円（構成比２１．０％）となり、この２つで全体の６割程度を占める。次に、民生費で４５６，３

６５千円（構成比１５．４％）、衛生費で２０２，６０９千円（構成比６．８％）、教育費で２０２，１

７０千円（構成比６．８％）、総務費で１５８，４５０千円（構成比５．４％）、消防費で５５，２６７

千円（構成比１．９％）、商工費で２７，１１５千円（構成比０．９％）となった。 
対前年度比で決算額が増加したのは土木費、衛生費、総務費、農林水産業費及び商工費となっており、

土木費では、都市公園整備事業費で１５２，３４４千円増、除雪機械購入事業費で５３，９７１千円皆

増、まちなか整備事業費で１５，３０４千円増などにより１１７，３５４千円・１０．５％増、衛生費

では、エネルギー構造高度化実証事業費で１６５，７３７千円皆増、地域エネルギー活性化事業費で１

２，６５７千円増などにより１１６，５８２千円・１３５．５％増となり、総務費では、道路照明灯Ｌ

ＥＤ整備事業費で２７，４９９千円増、定住促進住宅団地造成事業費補助金で１８，７８４千円皆増な

どにより５４，２８５千円・５２．１％増、農林水産業費では、県単治山事業費で１５，９０１千円増、

県単林道改良事業費で１５，２０１千円増などにより４１，４４５千円・７．１％増、商工費では、小

規模企業団地長寿命化改修事業費で１９，１９５千円皆増などにより１２，７２７千円・８８．５％増

となった。 
一方、対前年度比で決算額が減少したのは教育費、消防費及び民生費である。教育費では、市民プー

ル・トレーニングセンター長寿命化改修事業費で４８，８４０千円皆増、ふれあいスポーツセンター長

寿命化改修事業費で３２，６３４千円皆増となった一方、新文化交流施設整備事業費で２，０３３，９

４７千円皆減などにより１，８５５，５８９千円・９０．２％減、消防費では、消防自動車購入費で７

２，８４８千円減などにより６５，５６６千円・５４．３％減、民生費では、子ども発達支援施設整備

事業費で１００，２２２千円増などの一方で、公立認定こども園整備事業費で１４８，３７３千円減、

特別養護老人ホーム建設資金借入金元金償還補助事業費で１３，０００千円減などにより３１，９８５

千円・６．５％減となった。 
災害復旧費の決算額は、２６４，９３４千円で、前年度の１７７，８０４千円に比べ８７，１３０千

円・４９．０％増となった。このうち、能登半島地震に伴う災害復旧費の決算額は１５５，０４２千円

で、道路維持補修事業費（能登半島地震災害関連）が８９，３２４千円、現年公共土木施設災害復旧事

業費（補助・能登半島地震災害関連）が１６，５１１千円、現年都市災害復旧事業費（補助・能登半島

地震災害関連）が９，９７８千円などが挙げられる。能登半島地震以外のその他の災害による決算額は

１０９，８９２千円であり、大雨による揚水機場の復旧費やため池の復旧費などが挙げられる。 
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第１０表   令和５年度投資的経費決算額の状況 

 

 

（参考）

国庫支出金 県支出金
分・負担金

寄付金 市債 その他 一般財源
前年度決算額

2,958,007 595,622 345,183 1,262 1,599,877 61,748 354,315 4,568,754

1,680,048 595,622 202,546 302 734,079 7,409 140,090 3,018,326

議会費 - - - - - - - -

総務費 65,859 16,667 750 - - - 48,442 67,478

民生費 388,151 81,789 17,128 - 274,400 5,059 9,775 459,380

衛生費 190,014 176,481 3,840 - - 2,350 7,343 15,541

労働費 - - - - - - - -

農林水産業費 241,248 - 179,603 302 10,006 - 51,337 220,309

商工費 - - - - - - - -

土木費 733,563 290,931 1,225 - 421,560 - 19,847 598,824

消防費 - - - - - - - -

教育費 61,213 29,754 - - 28,113 - 3,346 1,656,794

1,277,959 142,637 960 865,798 54,339 214,225 1,550,428

議会費 - - - - - - -

総務費 92,591 500 40,299 14,079 37,713 36,687

民生費 68,214 413 54,400 13,401 28,970

衛生費 12,595 - - 8,100 - 4,495 70,486

労働費 - - - - - - -

農林水産業費 380,111 122,286 960 140,794 18,320 97,751 359,605

商工費 27,115 - - 27,000 95 20 14,388

土木費 501,109 17,244 - 432,518 10,894 40,453 518,494

消防費 55,267 2,194 - 46,400 6,050 623 120,833

教育費 140,957 - - 116,287 4,901 19,769 400,965

諸支出金 - - - - - - -

264,934 12,534 31,164 1,500 120,700 99,036 177,804

149,528 12,534 31,164 29,760 76,070 168,473

土木施設 46,493 12,534 - - 20,260 - 13,699 89,514

農林水産施設 92,767 - 29,575 - 7,100 - 56,092 78,959

その他施設 10,268 - 1,589 - 2,400 - 6,279 -

115,406 - 1,500 90,940 - 22,966 9,331

農林水産施設 - - - - - - -

土木施設 93,865 - - 83,840 - 10,025 9,331

その他施設 21,541 - 1,500 7,100 - 12,941 -

- - - - - - - -

3,222,941 608,156 376,347 2,762 1,720,577 61,748 453,351 4,746,558投資的経費合計

（単位：千円）

区    分 決算額

財源内訳

１   普通建設事業費

(１)補助事業費

(２)単独事業費等

２   災害復旧費

（１）補助事業費

（２）単独事業費

３   失業対策事業費
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第１１表 令和５年度普通建設事業一覧表（単年度予算額が150,000千円を超えるもの） 

 
 
③  その他の経費 

その他の経費の決算額は、１１，７５９，４５８千円で、前年度の１１，９８７，９４６千円に比べ

２２８，４８８千円・１．９％減となった。 
そのうち、物件費の決算額は、３，８６３，０７２千円で、前年度の４，２６７，７９２千円に比べ

４０４，７２０千円・９．５％減となった。主な減要因は、新文化交流施設整備事業費で１６８，０６

４千円皆減、新型コロナウイルスワクチン接種事業費で１６７，５８３千円減、エネルギー構造高度化

実証事業費で１３７，２４６千円減などが挙げられる。 
維持補修費の決算額は、２８３，９２９千円で、前年度の３１７，０６３千円に比べ３３，１４３千

円・１０．５％減となった。主な減要因は、除雪対策事業費で３９，７８４千円減などが挙げられる。 
補助費等の決算額は、２，８００，３０１千円で、前年度の２，４７３，２１６千円に比べ３２７，

０８５千円・１３．２％増となった。主な増要因は、被災住宅応急支援事業費（能登半島地震災害関連）

で９７，６８０千円の皆増、氷見市ワインバレー構想活性化事業費で４４，５３６千円皆増、物価高対

策消費拡大支援事業費２６，３９５千円皆増などが挙げられる。 
積立金の決算額は、１，７９０，７５２千円で、前年度の１，９６８，２８８千円に比べ１７７，５

３６千円・９．０％減となった。主な増減要因は、財政調整基金積立金で１８８，０８５千円増、ふる

さと納税などに伴う各種特定目的基金への積立金で１１５，９２５千円増、減債基金積立金で４８１，

５４６千円減などが挙げられる。 
投資及び出資金の決算額は、３９３，１７９千円で、前年度の３８７，５４７千円に比べ５，６３２

千円・１．５％増となった。主な増要因は、病院事業会計への繰出金１１，５１５千円増が挙げられる。 
貸付金の決算額は、５２４，０００千円で、前年度の５０５，０００千円に比べ１９，０００千円・

３．８％増となった。増要因は、氷見市ワインバレー構想活性化事業費１９，０００千円の皆増である。 
繰出金の決算額は２，１０４，２２５千円で、前年度の２，０６９，０４０千円に比べ３５，１８５

千円・１．７％増となった。主な増要因は、介護保険特別会計繰出金で１９，７５５千円増、後期高齢

者医療事業費で１４，９５４千円増などが挙げられる。 

事業名 予算額　A 決算額　B
対予算額

比率
B/A

翌年度
繰越額

前年度
決算額　C

対前年度
比率
B/C

エネルギー構造高度化実証事
業費

191,287 175,604 91.8% 13,387 147,015 119.4%

社会資本整備総合交付金道路
改良事業費

188,670 39,929 21.2% 148,741 92,974 42.9%

橋りょうリフレッシュ事業費 150,719 64,125 42.5% 80,781 126,362 50.7%

※表中の金額は繰越事業に係る額を除く。

（単位：千円）
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④ 性質別歳出決算額の構成比の推移 

性質別歳出決算額の構成比の推移は、第７図のとおりである。 
令和２年度は新型コロナウイルス感染症対策の特別定額給付金給付の実施などにより、その他の経

費の割合が５０．０％となったが、例年、義務的経費と投資的経費の合計で約６割を占めている。令和

５年度は投資的経費が減少し、その他の経費の割合が上昇しているが、その要因として、投資的経費で

は芸術文化館の整備完了に伴う普通建設事業費の減、その他の経費では、被災住宅応急支援事業費（能

登半島地震災害関連）や氷見市ワインバレー構想活性化事業費の皆増による補助費等の増などが挙げ

られる。 
芸術文化館の整備が完了したことに伴い、令和５年度は投資的経費が減少となったが、物価高騰に伴

う給付金支給による扶助費の増などにより義務的経費が増加した。 
 
  

区分 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

義務的経費 45.1 44.7 46.0 47.6 46.5 40.0 33.6 39.7 37.6 41.3

 うち人件費 16.4 15.6 15.7 15.6 15.2 13.6 12.5 13.7 13.6 14.2

 うち公債費 13.8 13.1 12.6 14.7 14.7 10.6 8.2 9.0 9.1 9.5

投資的経費 17.0 14.3 11.2 10.6 10.8 19.7 16.4 17.4 17.8 12.6

その他の経費 37.9 41.0 42.8 41.8 42.7 40.3 50.0 42.9 44.6 46.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

構
成
比

単位：％ 第７図 性質別歳出決算額の構成比の推移

義務的経費 うち人件費 うち公債費 投資的経費 その他の経費
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普通会計は、一般会計や特別会計など各会計の事業範囲が自治体ごとに異なっているため、自治体間

の比較ができるように総務省で統一的な基準で整理された会計区分であり、本市の場合は、一般会計及

び育英資金特別会計をまとめたものである。その普通会計の財政指標などを県内他市や全国類似団体

(人口と産業構造により分類設定され、平成２６年度まではⅡ－１、平成２７年度以降はⅠ－２に類型)
と比較して、現在の本市の財政状況を明らかにする。 
 
１ 経常収支比率 
 

地方公共団体は、変化する社会経済や新たな行政需要に対応するため財政構造の弾力性を確保しな

ければならない。この財政構造の弾力性を判断する指標のひとつとして、一般的に経常収支比率が用い

られる。経常収支比率とは、経常一般財源総額に占める経常的経費に充当された一般財源の割合であ

る。 
これは、地方税、普通交付税

を中心とする経常一般財源が、

人件費、扶助費、公債費などの

経常的経費にどの程度充当され

ているかによって財政構造の弾

力性を判断するものであり、一

般的には、都市では７５％が妥

当で、８０％を上回ると財政構

造の弾力性が失いつつあるとさ

れている。 
本市の経常収支比率の推移

は、第８図のとおりである。 
人件費や公債費の比率が下降

傾向により、着実に改善してき

たが、平成２８年度には、下水

道特別会計への繰出基準額の算

出方法が全国的に変更されたこ

とや地方交付税などの減少によ

り大きく上昇し、その後も９

０％近くまで上昇した。 
そうした中で、令和３年度に

おいては、普通交付税の追加交付による増加などにより経常一般財源が増加したことから経常収支比

率は一時的に改善したが、令和４年度以降は普通交付税や臨時財政対策債の減による経常一般財源の

減や芸術文化館の管理運営に係る経費の発生などにより経常的経費が増加したことから、８０％台後

半となっている。 
令和５年度の充当経費別では、物件費において、芸術文化館の管理運営に係る経費やごみ収集に係る

経費の増額などにより、前年度比１．３ポイント増の１３．３％となったほか、扶助費においては、民

間保育所等への施設給付に係る経費や子どもへの医療費助成に係る経費などにより、前年度比０．４ポ

イント増の８．８％となった。 

区分 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

経常収支比率 82.8 80.3 86.6 88.0 89.6 88.9 88.0 81.4 85.9 86.7

うち人件費 24.8 23.1 23.8 23.8 23.5 22.8 26.5 21.4 22.1 22.1

うち公債費 20.1 18.8 19.7 19.1 18.3 18.5 18.7 17.3 18.6 18.6

うち物件費 10.2 10.5 12.3 12.4 13.4 13.8 12.6 11.2 12.0 13.3

うち扶助費 7.8 8.5 8.7 9.5 9.8 9.6 8.3 8.1 8.4 8.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

単位：％第８図 経常収支比率の推移

経常収支

比率

うち人件費

うち公債費

うち物件費

うち扶助費
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第１２表は、本市の経常収支比率を県内他市及び全国類似団体と比較したものである。本市の経常収

支比率は、平成２９年度までは人件費や公債費の減少などにより減少傾向にあり、県内各市単純平均を

下回ったが、平成３０年度から令和２年度までは県内各市単純平均を上回った。令和３年度は、普通交

付税の追加交付があったことから県内各市単純平均も下がっているが、本市はふるさと応援寄附金を

財源とする基金繰入などの増加により経常的経費に充当する一般財源が減少したことなどから、県内

各市単純平均を再び下回り、令和４、５年度も同様に下回っている。 
 
 

 
 
 
 
 
 
  

第１２表   経常収支比率の状況 （単位：％）

年度

区分

90.0 89.5 92.6 92.2 89.5 91.0 89.3 86.7 90.9 92.9

85.9 84.5 88.5 93.7 87.4 86.9 85.9 82.7 85.2 85.2

90.2 88.5 94.6 94.7 91.1 91.3 89.6 82.8 89.3 90.9

86.1 84.3 87.6 88.8 85.1 85.7 82.6 78.1 80.0 84.1

80.7 82.7 82.9 85.7 86.1 88.6 87.7 84.8 89.4 89.5

83.3 81.8 85.1 85.1 84.9 86.9 88.6 90.6 92.0 92.7

85.6 83.0 85.6 87.3 88.0 87.8 88.3 82.2 86.2 89.2

81.4 79.8 83.0 87.9 86.7 89.3 89.4 89.7 90.6 93.4

88.0 86.6 88.2 87.0 85.9 85.2 84.5 86.7 88.9 89.0

82.8 80.3 86.6 88.0 89.6 88.9 88.0 81.4 85.9 86.7

85.4 84.1 87.5 89.0 87.4 88.2 87.4 84.6 87.8 89.4

90.9 88.3 90.9 91.8 91.7 92.4 91.3 87.0 90.6 未定

※上記数値は、経常一般財源に臨時財政対策債及び減税補てん債を含む数値である。

※令和５年度の数値は速報値である。以下、第２０表まで同じ。

R3R2H28H27H26 R1H29 H30

全国類似団体平均

砺波市

小矢部市

南砺市

射水市

氷見市

県内各市単純平均

R5

黒部市

富山市

魚津市

高岡市

滑川市

R4
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２ 健全化判断比率 
平成２１年４月１日から全面施行された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（財政健全化

法）は、地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表を義務付け、その比率に応じて、地方公共

団体が財政の早期健全化及び再生並びに公営企業の経営健全化を図るための計画を策定し、当該計画

の実施の促進を図るための行財政上の措置を講ずるために制定されたものである（比率の公表に関す

る規定は、平成２０年から施行されており、平成１９年度決算に基づく比率から公表されている）。 

従来の「地方財政再建促進特別措置法（財政再建法）」との違いは、算定指標の公表及び早期健全化

基準の設定により、早期是正機能が不十分であった点を見直し、財政再建団体となることを未然に防

ぐための財政規律の確保を促すところにある。 
 
（１）実質赤字比率 
 

実質赤字比率は、標準財政規模に占める普通会計の実質赤字額の割合を表すものである。本市では第

１３表のとおり、普通会計の実質収支は７００，３５１千円の黒字となり、実質赤字はない。 
近年、財政調整基金繰入金を除いても黒字が保てる状況となっているが、今後も引き続き、単年度で

収支均衡が達成できるよう財務体質の強化に努める。 
県内各市の状況は、第１４表のとおりであるが、県内のいずれの市においても実質収支は黒字であ

り、赤字は発生していない。なお、標準財政規模に応じ変動する早期健全化基準は、本市では１３．０

２%であり、財政再生基準は、市町村の場合２０%と一律で定められている。 

 
 
 

  

第１４表

年度

区分

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -氷見市

滑川市

黒部市

砺波市

小矢部市

南砺市

射水市

実質赤字比率の状況

R4

富山市

高岡市

魚津市

R5

第１３表
普通会計の実質収支の状況 　（単位：千円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支

A B C（A－B） C－D
一般会計 26,903,906 25,513,731 1,390,175 690,406 699,769

育英資金特別会計 5,975 5,393 582 0 582

純計調整 - - - - -

普通会計 26,909,881 25,519,124 1,390,757 690,406 700,351

会計
翌年度に繰越

すべき財源D
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（２）連結実質赤字比率 
 

連結実質赤字比率は、公営企業会計も含めた全会計を連結した実

質的な赤字額が標準財政規模に占める割合を表すものである。具体

的には、一般会計及び各特別会計・公営企業会計の実質赤字額また

は資金不足額の合計から、実質黒字額又は資金剰余額を控除した額

を標準財政規模で割ったものである。 
本市においては、第１６表のとおり全ての会計で実質黒字または

資金剰余が生じており、連結実質収支は２，３７０，４０５千円の

黒字となり、連結実質赤字比率はない。 
県内各市の状況は、第１５表のとおりであるが、県内のいずれの

市においても連結実質収支は黒字であり、赤字は発生していない。

なお、標準財政規模に応じ変動する早期健全化基準は、本市では１

８．０２%であり、財政再生基準は、市町村の場合３０％と一律で

定められている。 
  

 

第１５表

年度

区分

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -氷見市

滑川市

黒部市

砺波市

小矢部市

南砺市

射水市

連結実質赤字比率の状況

R4

富山市

高岡市

魚津市

R5

（単位：千円）

歳入／ 歳出／ 翌年度繰越財源／ 解消可能 実質収支額／

流動資産等 流動負債等 赤字企業債 資金不足額 資金不足・剰余額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

26,903,906 25,513,731 690,406 699,769

育英資金特別会計 5,975 5,393 - 582

国民健康保険特別会計 4,231,932 4,183,427 - 48,505

介護保険特別会計
保険事業勘定

6,204,371 5,986,408 - 217,963

介護保険特別会計
介護サービス事業勘定

19,232 19,232 - -

後期高齢者医療事業
特別会計

803,523 800,927 - 2,596

水道事業会計 1,309,074 392,548 216,296 - 1,132,822

病院事業会計 195,274 631,851 448,010 - 11,433

下水道事業会計 384,565 761,953 634,123 - 256,735

2,370,405

※一般会計及び公営企業以外の特別会計の実質収支額は、Ａ－Ｂ－Ｃである。
※公営企業の事業会計の資金不足・剰余額は、Ａ－Ｂ＋Ｃである。
ただし、Ａ－Ｂ＋Ｃが負の値となり、資金不足が生じる場合でも、資金不足解消可能額が資金不足額を
上回る場合は、資金不足はないものとなる。

連結実質収支

第１６表

連結実質収支の状況

公営
企業
以外
の特
別会
計

公営
企業
の特
別会
計

会計

一般会計



25 

（３）実質公債費比率 
 

実質公債費比率（３か年平均）は、従来の起債制限

比率では考慮されなかった特別・企業会計の企業債償

還に充てる繰入金や加入する一部事務組合の地方債

償還に充てる負担金、債務負担行為のうちの元利補給

など公債費に準じるものを算定に加えた実質的な公

債費に対する一般財源の額が標準財政規模に占める

割合を表すものである。 
平成１８年度から地方債の発行が原則協議制とな

ったことにより導入された指標で、過去３か年平均の

実質公債費比率が１８％以上の場合は従来通り国な

どの許可が必要となり、公債費負担適正化計画の策定

が求められ、さらに２５％、３５％を超えると一定の

起債が制限されることになる。平成２０年度からは財

政健全化法の基準となる指標として位置づけられ、早

期健全化基準が２５％、財政再生基準が３５％となっている。 
県内各市の状況は第１７表のとおりであり、近年の本市の比率は、元利償還金の額が大きいことなど

から県内各市単純平均を上回っている。令和５年度においては第１８表のとおりであり、普通交付税や

臨時財政対策債発行可能額の減などにより標準財政規模が減となったほか、基準財政需要額算入公債

費が減となったことから、単年度の比率は前年度比０．１ポイント増の１２．４％となり、前年度算入

していた令和２年度の比率が１１．５％だったことから、３か年平均では０．３ポイント増の１１．

８％となった。 

 
 

第１７表

実質公債費比率（３か年平均）の状況（単位：％）

年度

区分

7.5 8.0 8.8

12.2 12.0 11.6

10.7 10.8 11.3

5.0 4.4 4.7

10.9 10.7 10.8

13.1 12.9 12.3

14.1 13.4 13.3

5.4 6.1 7.8

8.8 9.2 9.3

11.5 11.5 11.8

9.9 9.9 10.2

8.3 8.4 未定

R3

富山市

R5

全国類似団体

魚津市

滑川市

黒部市

砺波市

小矢部市

南砺市

県内各市単純平均

氷見市

射水市

R4

高岡市

第１８表　　実質公債費比率の算定方法 （単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

2,328,943 2,412,936 2,352,152

- - -

733,033 715,419 709,699

46,364 47,582 43,818

15,124 13,000 61

- - -

3,123,464 3,188,937 3,105,730

1,942,566 1,898,931 1,801,248

1,180,898 1,290,006 1,304,482

12,802,894 12,365,400 12,297,935

10,860,328 10,466,469 10,496,687

10.87% 12.33% 12.43%実質公債費比率（単年度）　Ｃ／Ｅ

一時借入金利子（繰替運用額を除く）

公債費及び準公債費充当一般財源額　Ａ

基準財政需要額算入公債費等の額　Ｂ

Ｃ（Ａ－Ｂ）

標準財政規模　Ｄ

Ｅ（Ｄ－Ｂ）

公債費に準じる債務負担行為に係るもの

項目

公債費充当一般財源等額

満期一括償還地方債年度割相当額

企業債償還財源算入繰入額

一部事務組合地方債償還財源負担額
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（４）将来負担比率 
 

将来負担比率は、普通会計の市債現在高に加え、特

別・企業会計の地方債償還に今後充てるべき繰入金の

見込額や加入する一部事務組合の地方債償還に今後充

てるべき負担金の見込額、債務負担行為のうちの元金

補給等の公債費に準じるものの残高といった実質的な

公債費に準じるものの残高のほか、退職手当負担見込

額や損失補償契約などに伴って市が負担する可能性が

ある債務などの額を算定し、そこから交付税措置され

た額や充当可能な基金の額などを控除した額が標準財

政規模に占める割合を表すものである。具体的には、

第２０表のとおりであり、また、県内各市の状況は、第

１９表のとおりである。令和５年度においては、減債

基金などの充当可能財源の増加のほか、地方債残高や

公営企業債等繰入見込額の減などにより、前年度比１

８．８ポイント減の１２．９％となり、引き続き県内各市単純平均を下回った。 
 

 
① 市債現在高 

市債現在高の推移は３１ペー

ジ付表２のとおりである。平成

１５年度借入の臨時財政対策債

の償還終了などにより、令和５

年度末普通会計の市債現在高

は、前年度末の２５，００１，１

５７千円に比べ２６８，８７３

千円・１．１％減の２４，７３２，

２８４千円となった。なお、公営

企業において償還する企業債も

含めると令和５年度末では３

６，８９２，０７７千円（対前年

度末比９４２，１９２千円・２．

５％減）となった。 
普通会計の市債現在高と標準

財政規模を比較し、その推移を

示したものが第９図である。市

債現在高の標準財政規模に対す

る割合は、令和元年度以降の大

型事業の実施に伴い高くなって

きており、令和５年度末では２．０１倍となっている。  

第１９表

将来負担比率の状況 （単位：％）

年度

区分

104.8 94.9 84.2

120.7 105.1 100.6

79.7 76.7 73.5

0.0 0.0 0.0

111.5 117.3 113.9

29.1 22.8 18.5

169.5 150.4 141.4

0.0 0.0 0.0

78.7 67.0 61.7

41.9 31.7 12.9

73.6 66.6 60.7

魚津市

滑川市

黒部市

砺波市

小矢部市

県内各市単純平均

氷見市

射水市

南砺市

R5

高岡市

富山市

R4R3

第２０表　　将来負担比率の算定方法 （単位：千円）

令和３年度 令和４年度 令和５年度

24,579,850 25,001,157 24,732,284

78,272 90,868 102,832

7,051,908 6,627,483 6,136,068

258,505 212,528 170,070

3,521,548 3,314,323 3,180,401

土地開発公社 - - -

損失補償等対象法人 - - -

- - -

- - -

- - -

35,490,083 35,246,359 34,321,655

9,374,247 9,790,830 10,265,972

213,478 191,639 181,501

21,344,855 21,936,459 22,518,427

30,932,580 31,918,928 32,965,900

4,557,503 3,327,431 1,355,755

12,802,894 12,365,400 12,297,935

1,942,566 1,898,931 1,801,248

10,860,328 10,466,469 10,496,687

41.9 31.7 12.9将来負担比率　Ｅ／Ｆ

基準財政需要額算入見込額

充当可能財源等　Ｂ

Ｅ（Ａ－Ｂ）

標準財政規模　Ｃ

基準財政需要額算入公債費等の額　Ｄ

Ｆ（Ｃ－Ｄ）

充当可能特定歳入

項目

市債現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合等負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

連結実質赤字額

組合等連結実質赤字額負担見込額

将来負担額　Ａ

充当可能基金
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② 債務負担行為に基づく支出予定額 

債務負担行為は、あらかじめ後年度の債務を予算で設定するもので、複数年度にわたる建設工事や土

地購入などのように翌年度以降の経費支出が予定されているものと、債務保証や損失補償のように債

務不履行など一定の事実が発生したときに支出されるものとがある。 
これらのうち将来負担比率に算入されるものは、元金補給や利子補給など実質的に公債費と同等と

みなされるもの（準公債費債務負担行為）及び債務保証や損失補償などである。準公債費債務負担行為

については、その将来負担見込額全額が算入され、債務保証や損失補償に基づくものについては、その

損失補償などの対象となる法人などの財務状況に応じて市が将来負うであろう債務を算定し、「設立法

人の負債額等負担見込額」として算入される。本市の場合は氷見市土地開発公社に対して損失補償など

を行っているが、その財務状況などを勘案して算入される額はない。 
債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は、３２ページ付表３のとおりである。令和５年度末

第９図　市債現在高（普通会計）と標準財政規模の推移

単位：百万円

区分 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

標準財政規模 12,705 12,962 12,771 12,444 12,150 12,167 12,363 12,803 12,365 12,298

※市債残高 24,672 24,182 23,537 23,017 22,592 22,968 23,883 24,580 25,001 24,732

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

標準財政規模

※市債残高
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の翌年度以降支出予定額は５，０１５，１２４千円で前年度末の５，４４８，７１９千円に比べ４３３，

５９５千円・８．０％減となっているが、その要因は、給食センター調理業務や小・中学校スクールバ

ス運行業務などの債務負担行為の設定（令和６年から令和８年まで）が増となった一方で、複数年で設

定している債務負担行為の支出予定額のうち令和５年度分が減となり、全体として減となった。 
 
③ 積立金現在高 

地方公共団体は、財政の健全な運営を図るため、将来の財政需要に備えて積立てを行っている。本市

の積立金現在高は３２ページ付表４のとおりである。普通会計の令和５年度末では９，３６２，０７１

千円で前年度末の８，７４１，０３６千円に比べ６２１，０３５千円・７．１％増となった。内訳は、

財政調整基金の令和５年度の積立額は２９２，３２５千円（法定積立２９１，１９２千円、利子積立１

，１３３千円）となり、取崩額が５５８，１１３千円となったことから残高は３，１５４，２６４千円

となった。減債基金の積立額は５１１，５１９千円（積立５１１，０５４千円、利子積立４６５千円）

となり、取崩額が７，７０７千円となったことから残高は３，６９３，５０３千円となった。その他特

定目的基金は、ふるさと納税の増などにより前年度比１１４，６２４千円増の積立額９８８，５１１千

円となり、取崩額が６０５，５００千円を取り崩し、残高は２，５１４，３０４千円と前年度末の２，

１３１，２９３千円に比べ３８３，０１１千円増となった。 
将来負担比率に充当可能基金として算入されるものは、これらの普通会計の積立金に、国民健康保険

事業財政調整基金３６６，８５０千円及び介護給付費準備基金５３７，９４６千円を加えた額である。 
 

④ その他の将来負担見込額 

「公営企業債等繰入見込額」は、特別・企業会計ごとの元利償還金に対する実質公債費比率算定上の

準公債費算入繰入金の割合の過去３か年平均値に公営企業債等残高を乗じたものである。公営企業債

などの現在高は３１ページ付表２の水道事業会計、病院事業会計及び下水道事業会計の欄のとおりで

あるが、準公債費算入繰入金割合は水道事業が３．８％で繰入見込額は１０５，７８３千円、病院事業

が５６．０％で２，１７５，６１１千円、下水道事業が７０．２％で３，８５４，６７４千円となって

おり、企業債残高の減少に伴い、公営企業債等繰入見込額は前年度から４９１，４１５千円の減となっ

た。 

「退職手当負担見込額」は、決算年度末日において全職員が退職した場合に普通会計において負担が

見込まれるものとして算定した理論上の額である。本市の場合は退職手当の支給業務を一部事務組合

において処理しているため、具体的には支払うべき退職手当支給予定額から一部事務組合に対する負

担金の過不足を加除して算出しているが、退職手当支給予定額が２，４４０，０９８千円で前年度比４

４，５５７千円増、一部事務組合に対する負担金不足額が７４０，３０３千円で前年度比１７８，４７

９千円減となっており、前年度から１３３，９２２千円減となった。 

「組合等負担等見込額」は、本市が加入する一部事務組合が発行する地方債に対して本市が負担すべ

き見込額であるが、平成２３年度から稼動している高岡広域圏事務組合による高岡広域エコ･クリーン

センター建設のための負担額が発生している。 

「連結実質赤字額」は、連結実質収支が赤字となった場合に将来的に解消すべきものとしてその額が

算入されるものであるが、先述のとおり赤字は生じていない。 

「組合等連結実質赤字額負担見込額」は、一部事務組合で赤字が生じた場合にその解消のために本市

が負担すべき見込額であるが、これについても赤字が生じた一部事務組合はない。 
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３ 公営企業の資金不足比率 
 

「公営企業」とは、財政健全化法上では、地方公営企業法の全部または一部を適用する企業（法適用

企業）と、それ以外で地方財政法第６条に規定する企業（法非適用企業）とされている。本市の場合、

水道事業、病院事業及び下水道事業が法適用企業となっている。 
財政健全化法では公営企業においても資金不足比率を算定して公表し、一定の基準に達した場合は

経営の健全化を図るための計画を策定することになっている。 
各公営企業の資金不足・剰余額は２４ページの連結実質赤字比率で表しているが、事業の規模に対す

る資金不足を生じた公営企業の資金不足額の割合が資金不足比率となり、経営健全化基準は２０％と

なっている。なお、事業の規模は、法適用企業においては営業収益の額から受託工事収益の額を控除し

た額となる。 
 

 
昨年度に引き続き、令和５年度決算においても公営企業に資金不足は発生していない。 
病院事業会計においては、指定管理者（利用料金制）制度を導入していることから、医療費などの料

金収入がなく、国県補助金や一般会計繰入金などにより毎年度資金不足が生じないようにしている。 
また、下水道事業においては、資金不足に対応するために地方債の元金償還期間と施設の減価償却期

間の差額を解消するために発行する資本費平準化債を活用して世代間の公平性を担保している。地方

公営企業は、料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則としているが、下水道事業会計は一般

会計からの繰入金によって収支均衡を保っている状況であることから、より一層の経費削減や収入の

確保に取り組み、更なる健全化を推進する必要がある。 
 

  第２１表　　公営企業等の資金不足比率 （単位：千円）

資金不足額
A

事業の規模
B

資金不足比率
A/B

水道事業会計 - 948,952 -

病院事業会計 - 5,100,829 -

下水道事業会計 - 492,618 -

公営企業

法適用
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付表１　令和５年度氷見市会計別歳入歳出決算額
（単位：千円）

収入済額 支出済額 差引

各会計より 26,453 繰入

各会計へ 2,891,287 繰出

5,975 5,393 582 一般会計へ 0 繰出

一般会計より 889,939 繰入

一般会計へ 22,066 繰出

介護サー

ビス事業
19,232 19,232 0 一般会計より 2,251 繰入

803,523 800,927 2,596 一般会計より 202,694 繰入

一般会計より 1,401,643 繰入

一般会計へ 22,066 繰出

43,020,733 42,573,274 447,459

40,102,993 39,655,534 447,459

一般会計より 81,538 繰入

一般会計へ

11,427,546

△ 316,079

11,265,033 10,995,387 269,646

116,5961,172,781
1,273,091

支出

1,304,943

1,289,377

収入

4,387 繰出

一般会計より△ 432,675

収入

1,811,404

4,387

繰入

26,903,906 25,513,731

4,231,932 4,183,427

21,716

育英資金

一般会計

備考

1,390,175

48,505

29,415,084

5,972

特

別

会

計

会計別

国民健康保険 4,443,966

後期高齢者医療事業 809,762

予算現額

計

介護

保険

保険事業

473,476

一般会計より

1,483,682 1,469,768

2,876,395

収入

491,040 933,412

△ 428,458
2,464,992

支出

収入

592,396

支出

823,201

支出

収入

1,120,269

1,289,578

収益的

収支

収入

下水道

事業

収益的

収支

収入

資本的

収支

13,914

純     計 47,795,755

企

業

会

計

水道

事業

収益的

収支

計

資本的

収支

6,953,125

病院

事業

904,141

小計

資本的

収支

1,867,646

収入

5,512,407

小計

747,377

358,727

繰出

47,795,755

4,851,794 6,064,156 △ 1,212,362

1,849,572 △ 467,825

747,376

※一般会計及び特別会計の収支は単

純に現金収支を表すが、企業会計の収

支は減価償却費等を含めた損益であ

る。

繰入

△ 154,982

△ 312,843789,353

1,381,747

592,394

1,102,196

支出

541,451

繰入
1,587,341

支出

1,586,817

一般会計より

217,963

一般会計より 306,759

繰出

1,489,644

繰入

1,631,818

1,415,597

5,034

支出
1,495,325

収入
86,572一般会計より

一般会計へ

支出

繰入

638,623205,948

2,209,084

支出

△ 442,372
877,651

支出

繰入

合     計

一般会計より 69,333 繰入

一般会計より 542,809 繰入

一般会計より 318,812 繰入

繰入一般会計より 860,263

小計

収入

1,974,722 2,403,180

一般会計へ 4,387

一般会計より

6,146,130 6,204,371 5,986,408
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付表２　市債現在高（各予算年度末現在）
（単位：千円、％）

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

13,965,332 13,163,382 12,344,976 11,212,745 10,256,017 9,119,630 8,641,289 7,602,709 6,559,721 5,741,658

（１）

土木 3,760,975 3,755,368 3,540,215 3,188,555 2,832,475 2,494,602 2,288,118 2,058,331 1,860,415 1,736,840

（２）
農林水産 2,471,727 2,032,534 1,876,238 1,731,314 1,601,589 1,487,638 1,461,997 1,353,417 1,271,578 1,173,455

（３）

教育 4,109,049 3,884,287 3,559,155 3,300,302 2,977,642 2,616,183 2,342,172 2,009,244 1,659,981 1,416,537

（４）

衛生 712,601 635,498 699,154 634,350 576,612 519,054 462,399 408,193 352,936 300,000

（５）

その他 2,910,980 2,855,695 2,670,214 2,358,224 2,267,699 2,002,153 2,086,603 1,773,524 1,414,811 1,114,826

223,901 217,063 183,875 164,439 188,114 227,276 219,252 218,634 225,891 314,614

10,483,140 10,801,442 11,008,441 11,640,215 12,147,385 13,621,188 15,022,189 16,758,507 18,215,545 18,676,012

（１）

辺地債 1,460,080 1,509,526 1,637,067 1,629,149 1,555,541 1,692,559 1,615,077 1,538,951 1,439,121 1,302,665

（２）
過疎債 - - - 663,800 1,314,000 2,863,400 4,591,200 6,553,611 8,795,556 10,014,667

（３）
減税補てん

債等

8,230,838 8,508,084 8,582,462 8,632,772 8,637,935 8,485,687 8,310,926 8,237,050 7,629,363 6,939,665

（４）

その他 792,222 783,832 788,912 714,494 639,909 579,542 504,986 428,895 351,505 419,015

小計 24,672,373 24,181,887 23,537,292 23,017,399 22,591,516 22,968,094 23,882,730 24,579,850 25,001,157 24,732,284

対前年度比 98.3 98.0 97.3 97.8 98.1 101.7 104.0 102.9 101.7 98.9

3,235,564 3,156,047 3,129,210 3,016,264 2,930,009 2,831,146 2,854,759 2,787,681 2,849,294 2,783,784

5,379,826 4,803,765 4,456,102 4,436,966 4,439,500 4,551,181 4,526,184 4,328,611 4,117,891 3,885,020

10,195,934 9,516,519 8,819,395 8,115,649 7,473,204 6,970,361 6,548,503 6,183,783 5,865,927 5,490,989

43,483,697 41,658,218 39,941,999 38,586,278 37,434,229 37,320,782 37,812,176 37,879,925 37,834,269 36,892,077

95.8 95.8 95.9 96.6 97.0 99.7 101.3 100.2 99.9 97.5

区分

下水道事業会計

合計

対前年度比

一

般

会

計

等

１

普通債

２
災害復旧債

３

その他

水道事業会計

病院事業会計
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付表３　債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の状況
（単位：千円）

区  分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

土木 - - - - - - - - - 2,800

学校 - - - - - - - - - -

農林

水産
111,211 38,036 6,370 - - - - - - 95,382

社会

福祉
215,474 152,503 108,565 73,920 57,798 41,853 39,000 26,000 13,000 -

その他 1,309,387 982,555 1,529,366 1,980,663 3,439,170 3,212,688 4,674,884 4,898,229 5,435,719 4,916,942

合    計 1,636,072 1,173,094 1,644,301 2,054,583 3,496,968 3,254,541 4,713,884 4,924,229 5,448,719 5,015,124

付表４　基金現在高（各予算年度末現在）

（単位：千円）

区    分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

財政

調整

基金

2,292,801 2,683,233 2,804,626 2,758,751 2,743,966 2,981,638 2,989,851 3,415,812 3,420,052 3,154,264

減債

基金
1,007,364 1,408,062 1,408,548 1,409,110 1,213,251 1,213,611 1,213,739 2,203,653 3,189,691 3,693,503

ふるさと

づくり

基金

473,357 481,399 510,817 516,870 583,837 570,304 724,012 849,113 965,340 1,087,981

ぶり奨学

基金
10 5,514 14,695 26,913 38,281 43,021 57,569 72,240

社会福祉

事業振興

基金

194,546 178,058 161,247 143,190 143,641 146,330 147,968 172,395 199,410 213,768

森林環境

譲与税基

金

8,554 14,487 27,212 20,882 38,179

地域農

業振興

基金

43,507 42,007 39,494 39,694 39,494 39,330 38,830 38,330 38,339 38,340

水産業

振興

基金

460 460 460 460 3,376 3,376 3,376 3,376 3,376 3,377

新型コロナウ

イルス感染

症対策利子

補給等基金

24,900 14,516 6,115 895

教育文

化振興

基金

426,925 436,917 823,167 1,191,195 1,470,057 1,316,043 1,288,533 1,314,305 387,430 626,025

｢安部｣

人づくり

基金

101,329 100,416 100,516 100,271 100,229 111,511 111,082 110,634 110,179 109,741

スポー

ツ振興

基金

30,422 37,979 32,854 28,994 50,755 68,789 60,874 59,052 47,026 26,506

育英

基金
25,201 28,228 29,658 29,107 39,651 48,087 53,765 59,515 62,419 64,022

石油貯蔵施

設立地対策

等基金

公共施設等

再編整備基

金

233,208 233,230

積立金

合   計
4,595,912 5,396,759 5,911,397 6,223,156 6,402,952 6,534,486 6,709,698 8,310,934 8,741,036 9,362,071

土地

開発

基金
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普通会計 翌年度以降 積立金現在高 将来にわたる ＊参考

地方債現在高 支出予定の （年度末） 財政負担額 標準財政規模

（年度末）Ａ 債務負担行為額Ｂ Ｃ A＋Ｂ－Ｃ

１団体

当たり 24,732,286 5,015,124 9,362,071 20,385,339 12,297,935

（千円）

人口１人

当たり 572,440 116,077 216,690 471,827 284,641

（円）

１団体

当たり 25,001,157 5,448,719 8,741,036 21,708,840 12,365,400

（千円）

人口１人

当たり 567,228 123,621 198,317 492,532 280,547

（円）

１団体

全国 当たり 19,020,727 2,660,131 7,560,453 14,120,405 10,963,095

類似 （千円）

団体 人口１人

当たり 537,612 75,187 213,693 399,106 309,867

（円）

付表６　将来にわたる財政負担額の状況

＊表中の「標準財政規模」は「臨時財政対策債発行可能額」を含んだ額である。

区    分

令
和
５
年
度

氷見市

令
和
４
年
度

氷見市

＊この指数表中、人口１人当たりの額において基礎とした人口は、各年度の１月１日現在の住民基本台帳登載
　人口である。（R５：氷見市４３，２０５人　R４：氷見市４４，０７６人　全国類似団体３５，３８０人）

付表５　財政力指数(３か年平均)の状況

（単位：％）

区    分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

富山市 0.78 0.79 0.80 0.82 0.83 0.83 0.83 0.81 0.81 0.80

高岡市 0.74 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.76 0.74 0.73 0.71

魚津市 0.65 0.66 0.67 0.68 0.69 0.69 0.69 0.68 0.67 0.67

滑川市 0.68 0.70 0.45 0.74 0.76 0.77 0.76 0.74 0.72 0.71

黒部市 0.68 0.68 0.72 0.69 0.69 0.69 0.67 0.65 0.63 0.62

砺波市 0.58 0.57 0.58 0.58 0.59 0.59 0.59 0.58 0.57 0.57

小矢部市 0.55 0.56 0.57 0.59 0.60 0.60 0.60 0.59 0.57 0.56

南砺市 0.39 0.36 0.36 0.36 0.36 0.35 0.35 0.34 0.34 0.34

射水市 0.66 0.65 0.64 0.64 0.64 0.65 0.66 0.67 0.66 0.64

氷見市 0.43 0.44 0.44 0.45 0.46 0.47 0.48 0.47 0.46 0.46

県内各市
単純平均

0.61 0.62 0.60 0.63 0.64 0.64 0.64 0.63 0.62 0.61

全国類団 0.63 0.55 0.57 0.58 0.58 0.57 0.57 0.56 0.55 未定
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参 考 資 料 

１ 財政用語の解説 

財政用語について氷見市に当てはめて簡単に説明します。（あいうえお順に並べてあります。） 

依存財源（いぞんざいげん） 

 国や県の意思により決定された額が交付されたり、割り当てられたりする収入。国庫支出金、県支

出金、地方交付税、地方譲与税など。 

一般財源（いっぱんざいげん） 

 財源が特定されず、どのような経費にも使用することができるもの。地方税、地方譲与税、地方交

付税など。 

会計（かいけい） 

 予算と決算の経理上の区分け。氷見市が行う行政運営の基本的な経費を計上した会計が一般会で、

特定の歳入歳出を一般の歳入歳出とは区別して別に経理する必要がある会計は特別会計。とりわけ、

特別会計の中でも、地方公営企業法の適用を受ける会計を企業会計という。 

基金（ききん） 

 ある特定目的のため、財産を維持し、資金を積立て又は定額の資金を運用するために設けられる資

金又は財産をいう。要するに「氷見市の貯金（貯蓄）」のこと。 

起債（きさい） 

 市債（地方債）を起こすこと。つまり借金をすること。 

基準財政収入額（きじゅんざいせいしゅうにゅうがく） 

 普通交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的に

収入し得ると考えられる地方税などのうち、標準税率により算定した額の７５％など。 

基準財政需要額（きじゅんざいせいじゅようがく） 

 普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が合理的で妥当な水準の行政サービスなどを

実施し、又は施設の維持のために必要と想定される財政需要を、一定の算式により算定した額をい

う。 

経常収支比率（けいじょうしゅうしひりつ） 

 義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税などの経常一般財源収入（毎年度連続

して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されておらず自由に使用し得る収入のこと）が

どの程度使われているかをみることにより、当該団体の財政構造の弾力性を判断するための指標。(財
政指標の解説を参照) 

決算（けっさん） 

 一会計年度の歳入歳出予算の執行実績。 

減税補てん債（げんぜいほてんさい） 

 住民税減税などの影響による減収分を補てんするために許可された地方債。 

公債費（こうさいひ） 

 市債の元金の償還及び利払いに要する経費。  
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公債費負担比率（こうさいひふたんひりつ） 

 公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合をいい、この比率が高いほど財政運営の

硬直性の高まりを示している。 

財政（ざいせい） 

 氷見市がお金をどのようにどこから調達し、どのような目的にどれだけのお金を使うかという観点

から行なう経済的な活動。  

財政力指数（ざいせいりょくしすう） 

 普通交付税の算定により計算される基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３ヵ

年間の平均値をいい、地方公共団体の財政力の強弱を示す数値として用いる。財政力指数が１．０に

近くなる（より大きくなる）ほど財源に余裕がある。 

市債 (地方債)（しさい） 

 氷見市が資金調達のために負担する債務であって、その返済が一会計年度を超えて行われるもの

（将来にわたって少しずつ返済しているもの）をいう。つまり「氷見市の借金」のこと。 

自主財源（じしゅざいげん） 

 氷見市が自主的に収入し得る財源をいう。市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収

入、寄附金、繰入金、繰越金などである。 

実質赤字比率（じっしつあかじひりつ） 

 財政健全化法の健全化判断基準で、一般会計などの実質収支赤字額の標準財政規模に対する割合。

市町村は標準財政規模に応じて１１．２５～１５%が早期健全化基準で、２０%が財政再生基準。 

実質収支（じっしつしゅうし） 

 会計年度の決算において、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額（形式収支）から、翌年度へ

繰越すべき財源を差し引いた額。 

実質公債費比率（じっしつこうさいひひりつ） 

 平成１８年度から地方債許可制度が協議制度に移行するにあたり、地方債の信用を保持するための

起債制限などを行うために定められた指標。分子に公債費だけでなく、公債費に準ずるものを計上す

る。この指標が１８％以上の場合は、従来どおり起債は許可制となり、さらに２５％を超えると段階

的に地方債の許可が制限される。平成２０年度からは財政健全化法の健全化判断基準となり、２５%が

早期健全化基準、３５%が財政再生基準となっている。(財政指標の解説を参照)  

将来負担比率（しょうらいふたんひりつ） 

 財政健全化法の健全化判断基準で、市債などの将来負担すべき実質的な負債残高の標準財政規模に

対する割合。市町村は３５０％が早期健全化基準で、財政再生基準はない。(財政指標の解説を参照) 

性質別分類（せいしつべつぶんるい） 

 経費（歳出）をその経済的性質により分類したもの。人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助

費など、普通建設事業費、災害復旧事業費、公債費、積立金、投資及び出資金などに分類される 。 

単年度収支（たんねんどしゅうし） 

 当該年度の実質収支の額から前年度の実質収支の額を差し引き、当該年度だけの収支を表したも

の。 

地方交付税（ちほうこうふぜい） 

 国税のうち、所得税及び法人税の収入見込額の３３．１％と酒税の収入見込額の５０％、消費税の

収入見込額の１９．５％、地方法人税の収入見込額の全額を合算した額などを総額として国が地方公

共団体に交付する税をいう。毎年度、一定の算式により交付される普通交付税（９４％）と、当該年

度の特殊事情により交付される特別交付税（６％）に分けることができる。 
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特定財源（とくていざいげん） 

 財源の使途が特定されているもの。国庫支出金、地方債、分担金及び負担金、使用料及び手数料、

寄附金などのうち、使途が指定されているもの。 

目的別分類（もくてきべつぶんるい） 

 会計の経費（歳出）をその行政目的により分類したもの。現在、氷見市の一般会計予算では、議会

費、総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、商工費、土木費、消防費、教育費、災害復旧

費、公債費、予備費に分類されている。  

標準財政規模（ひょうじゅんざいせいきぼ） 

 地方公共団体の一般財源の標準的な規模を示すもので、普通交付税と市税、地方譲与税などが主な

もの。(財政指標の解説を参照) 

扶助費（ふじょひ） 

 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法など各種法令に基づいて支出するものや

単独の施策として支出するもので、社会保障制度の根幹をなす経費。 

予算（よさん） 

 一定期間における収入支出の見積り又は計画。 

臨時財政対策債（りんじざいせいたいさくさい） 

 平成１３年度から令和２年度の間、地方財政の通常収支不足額を補てんするために発行する地方

債。その償還に要する経費は後年度、地方交付税の基準財政需要額に全額算入される。 

連結実質赤字比率（れんけつじっしつあかじひりつ） 

 財政健全化法の健全化判断基準で、全会計の連結実質収支の赤字額の標準財政規模に対する割合。市

町村は標準財政規模に応じて１６．２５～２０％が早期健全化基準で、３０％が財政再生基準。 

２ 財政指標の解説 

（１） 標準財政規模………地方公共団体の一般財源の標準規模を示す。 

標準税収入額 ＋ 地方譲与税 ＋ 交通安全対策特別交付金 ＋ 普通交付税  

＋ 臨時財政対策債発行可能額 

 

（２）経常収支比率………財政構造の弾力性を判断する指標を示す。 
経常経費充当一般財源の額 

× 100（％） 
経常一般財源（歳入） 

 

（３）公債費比率………公債費の一般財源などに占める割合を示す。 

地方債元利償還金(繰上償還及

び転貸債を除く)(Ａ) 
－ ( 

元利償還に充てら

れた特定財源(Ｂ) 
＋ 

災害復旧費等に係る

基準財政需要額(Ｃ) 
) 

 

× 100

（％） 標準財政規模(Ｄ)＋臨時財政対策債発行可能額(Ｆ)－(Ｃ) 

 

（４）実質公債費比率………地方債の協議制移行に係る指標として地方財政法に、財政健全化判断比率

として財政健全化法に規定されたもの。 

上記(Ａ)（繰上償

還等を除く） 
＋ 

(Ａ)に準ず

るもの(Ｇ) 
- ( 

Ａ及びＧに充て

られた特定財源 
＋ 

基準財政需要額に算入

されたＡ及びＧ(Ｈ） 
)

× 100)

（％） 

の過去３か

年平均値 
上記(Ｄ)＋上記(Ｆ)－(Ｈ) 
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（５）将来負担比率………財政健全化判断比率として財政健全化法に規定されたもの。 

将来負担額 - ( 
充当可能基

金額 
＋ 

特定財源見

込額 
＋ 

地方債現在高等に係る基準財

政需要額算入見込額 
)

× 100（％） 

上記(Ｄ)＋上記(Ｆ)－(Ｈ) 

 


